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保健所禁煙相談への参加者の禁煙継続の予測因子
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目的 保健所の禁煙相談に参加する禁煙希望者の相談後 1 年目の属性別の禁煙継続率を調査し，

禁煙継続を予測する因子（予測因子）を求める。

方法 平成14年 9 月から翌年 9 月まで，神奈川県鎌倉保健所で実施した禁煙相談に参加した禁煙

を希望する687人（男性518人，女性169人，平均年齢49.5歳，最低年齢20歳，最高年齢81歳，

SD14.6歳）を対象に前向き調査を行った。禁煙相談では，ニコチンパッチを無料で提供し，

継続処方のための医療機関を紹介した。参加時点で，年齢，性別，禁煙相談の実施場所，1
日あたりの喫煙本数および起床時から喫煙するまでの時間を記録した。1 年後，無料ニコチ

ンパッチの使用の有無および継続したニコチンパッチ又はニコチンガムの使用有無を確認

し，禁煙の継続の有無を尋ねた。対象者の属性別に禁煙継続率を求め，x2 検定を行った。

さらに禁煙継続の有無を従属変数に入れて，x2 検定で有意な結果であった属性を，独立変

数として選択し，多重ロジスティック回帰分析を行った。

成績 当初禁煙相談に参加したのは687人で，情報が得られ分析の対象となったのは528人で，禁

煙状況の判明率は76.9％であり，1 年後の禁煙継続率は，39.2％であった。

1 年後の属性別の禁煙継続率について，性別，1 日あたりの喫煙本数および起床時から喫

煙するまでの時間の属性では，x2 検定で，それぞれ有意な結果はみられなかった。1 年後の

禁煙継続率について50歳を超える群（47.0％），実施場所が保健所群（50.3％），無料ニコチ

ンパッチを使用した群（50.7％）および継続 NRT（ニコチン置換療法）群（57.7％）は，

x2 検定および多重ロジスティック回帰分析で，対照群に比べていずれも有意に高かった。

禁煙継続の調整オッズ比は，それぞれ1.68，1.80，2.01および1.79であった。

結論 無料ニコチンパッチを配布する保健所の禁煙相談後 1 年目の禁煙継続率は，39.2％であっ

た。高い禁煙継続率と関連する因子は，50歳を超える人，実施場所が保健所，無料のニコチ

ンパッチを使用することおよび禁煙相談後継続してニコチンパッチ又はニコチンガムを使用

することが示唆された。

Key words：禁煙，保健所，NRT，無料ニコチンパッチ，多重ロジスティック回帰分析，禁煙

支援プログラム

Ⅰ 緒 言

喫煙は，既に多くの疾病の発生を引き起こして

おり，疾病発生や死亡を防ぐことができる単独で

は最大の原因である1)。神奈川県鎌倉保健所（以

下「鎌倉保健所」という。）では，平成14年 9 月

より毎週火曜日に，禁煙相談（別名：愛の禁煙キ

ャンペーン）を開設している。禁煙相談では，喫

煙の健康への危険性等の説明に加えて，保健所の

指導としてニコチンパッチを無料で提供し，ニコ

チン置換療法 nicotine replacement therapy（以下

「NRT」という。）を通じ，禁煙希望者へ禁煙支

援を行っている2)。

保健所によって提供された禁煙相談による禁煙

継続の効果をより高めるために，個人の属性に応

じたきめ細やかな指導を行うことが大切である。
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禁煙を失敗しやすい個人の属性が分かるならば，

失敗しやすい禁煙希望者に，より強力に，薬物療

法，カウンセリングなどの方法を補完的に行う必

要があるかもしれない3)。今回，禁煙希望参加者

の相談後 1 年目（以下「1 年後」という。）の属

性別禁煙継続率を調査し，1 年後の禁煙継続を予

測する因子（予測因子）を求めたので報告する。

Ⅱ 研究方法

平成14年 9 月から平成15年 9 月までに，鎌倉保

健所で実施してきた禁煙相談に参加した年齢20歳

以上，1 日あたりの喫煙本数10本以上である禁煙

を希望する687人を対象に，前向き調査を行っ

た。医療機関等のリーフレット，保健所のホーム

ページ，管内の 2 市・1 町（鎌倉市，逗子市，葉

山町）の広報誌などを通じて，一般住民に対して

禁煙相談の案内を行い，参加者を募集した。保健

所の事業の講演会，地域の祭り等のイベントが行

われるとき，鎌倉保健所以外でも，禁煙希望者に

禁煙相談を実施した。

禁煙相談では，喫煙の健康被害，禁煙の重要

性，ニコチンパッチ・ニコチンガムの使い方等を

指導し，1 年後に禁煙状況を調査すること，その

結果を相談者に説明する機会を設ける旨説明し，

対象者から調査の同意を得た。禁煙補助剤ニコチ

ンパッチ（商品名：ニコチネル TTS30（以下

「ニコチネル」を省略する。））を鎌倉保健所医師

の処方のもと，無料で 3 枚提供し，継続処方のた

めの医療機関を紹介した。禁煙開始日について

は，できるだけ禁煙相談日の直近で行うよう指導

したが，最終的には本人の判断にまかせた。参加

時点で，年齢，性別，禁煙相談の実施場所，1 日

あたりの喫煙本数および起床時から喫煙するまで

の時間を，保健師等が面接し，記録した。1 年

後，保健師等が最初往復はがきで接触を試みて，

連絡がついた場合はそのはがきを使い，連絡がつ

かない場合は，2 回まで電話で接触し，1 年後の

禁煙継続の有無，無料で配布されたニコチンパッ

チの使用の有無，無料ニコチンパッチ以外の医療

機関による継続したニコチンパッチ処方の有無お

よび無料ニコチンパッチ以外のニコチンガムの使

用有無を確認した。

1 年後の禁煙状況について，呼気中 CO 濃度測

定等の生化学的検査で確認せず，自己申告により，

1 年後の禁煙状況が判明した者のみ対象として禁

煙継続者又は，禁煙不成功者とした。

禁煙状況に対して，検討する属性は，◯１年齢

（50歳以下，50歳を超える），◯２性別，◯３禁煙相談

の実施場所（保健所，市民まつり等），◯４ 1 日あ

たりの喫煙本数（10本以上25本以下，26本以上），

◯５起床時から喫煙するまでの時間（30分未満，30

分以と），◯６ニコチンパッチの使用の有無および

◯７継続 NRT とした。禁煙相談後医療機関による

継続したニコチンパッチ処方を受けている対象者

あるいはニコチンガムを自ら使用した対象者を継

続 NRT 群として分類した。そして，いずれも継

続していない対象者を，継続 NRT をしない群と

分類した。

対象者個人の属性別に禁煙継続率を求めた。そ

の属性を持つ群の，その属性を持たない群に対す

る禁煙継続のオッズ比（odds ratio）を求め，x2

検定を行った。検定の結果，有意（P＜0.05）で

あった属性を，独立変数として選択した。そして，

1 年後の禁煙継続者群と禁煙不成功者群を従属変

数に入れて SPSS 11.0J を用いて，多重ロジステ

ィック回帰分析を行い，調整オッズ比（adjusted

odds ratio）および95％信頼区間を求めた。

鎌倉保健所内の倫理委員会で，調査実施にあた

っての倫理面での了解を得た。

Ⅲ 研 究 結 果

当初の禁煙相談への参加者は687人（平均年齢

49.5歳，最低年齢20歳，最高年齢81歳，SD 14.6

歳）で，男性518人，女性169人であった。この内，

1 年後の禁煙状況が判明した528人（男性402人，

女性126人，平均年齢51.3歳，最低年齢20歳，最

高年齢81歳，SD 14.3歳）を最終的な分析対象者

とした。禁煙状況の判明率は76.9％であった。禁

煙状況について，「禁煙継続」と自己申告した対

象者は207人いた。「禁煙不成功」又は「禁煙を開

始していない」と自己申告し，禁煙不成功者とな

ったのは，321人であった。

1 年後の禁煙継続率は，39.2％であった（表

1）。なお，1 年後まで追跡ができなかった当初の

対象者を，「禁煙不成功」とみなした場合の 1 年

後 の 禁 煙 継 続 率 は 30.1 ％ で あ っ た 。

1 年後の属性別の禁煙継続率（表 1）について，

年齢が50歳を超える群（47.0％），実施場所が保
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表１ 1 年後の禁煙継続のオッズ比および調整オッズ比

属 性 群 禁煙
継続者*1

禁煙
不成功者*2

禁煙
継続率
(％)

x2

検定結果
オッズ
比

95％
信頼区間

調整
オッズ比

95％
信頼区間

全体 207 321 39.2
年齢 ≦50歳† 73 170 30.0 1.00 1.00

＞50歳 134 151 47.0 P＜0.001 2.01 (1.44–2.96) 1.68 (1.14–2.47)
性別 女性† 46 80 36.5 1.00

男性 161 241 40.0 P＞0.10 1.16 (0.77–1.76)
実施場所 保健所以外† 61 177 25.6 1.00 1.00

保健所 146 144 50.3 P＜0.001 2.94 (2.03–4.26) 1.80 (1.19–2.72)

1 日あたりの喫
煙本数

26本以上† 59 100 37.1 1.00
10本以上25本以下 148 221 40.1 P＞0.10 1.14 (0.78–1.67)

起床時から喫煙
するまでの時間

＜30分† 156 258 37.7 P＞0.10 1.00
≧30分 51 63 44.7 P＞0.10 1.34 (0.88–2.04)

ニコチンパッチ
使用

使用しない† 59 177 25.0 1.00 1.00
使用した 148 144 50.7 P＜0.001 3.08 (2.12–4.48) 2.01 (1.30–3.09)

継続 NRT なし† 106 247 30.0 1.00 1.00
あり 101 74 57.7 P＜0.001 3.18 (2.18–4.63) 1.79 (1.15–2.77)

†：参照項目

*1：禁煙継続者とは，「禁煙継続」と自己申告した対象者

*2：禁煙不成功者とは，｢禁煙不成功」又は「禁煙を開始していない」と自己申告した対象者

表２ 継続 NRT（ニコチン置換療法）群における

1 年後の禁煙継続率

NRT の種類 総数 禁煙
継続者

禁煙
不成功者

禁煙
継続率
(％)

NP のみ 115 69 46 60.0
ガムのみ 40 16 24 40.0
NP とガムの併用 20 16 4 80.0

NP あるいはガム* 175 101 74 57.7

x2 検定結果：P＜0.01
NP：ニコチンパッチ（nicotine patch)
ガム：ニコチンガム（nicotine gum)

*：｢NP あるいはガム」は，継続 NRT 群のことであ

る。
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健所群（50.3％），ニコチンパッチを使用した群

（50.7％）および継続 NRT 群（57.7％）は高率で

あり，それぞれ対照群である 50 歳以下群

（30.0％），実施場所が保健所以外群（25.6％），

ニコチンパッチを使用しない群（25.0％）および

継続 NRT をしない群（30.0％）に比べて有意

（P＜0.001）に高かった。1 年後の禁煙継続の対

照群に対するオッズ比について，50歳を超える群

は2.01，実施場所が保健所群は2.94，ニコチンパ

ッチを使用した群は3.08および継続 NRT 群は

3.18であった。

一方，性別，1 日あたりの喫煙本数および起床

時から喫煙するまでの時間の属性別の禁煙継続率

について，36.5％から37.7％の間であり，それぞ

れ比較する群間で有意な違いはみられなかった。

多重ロジスティック回帰分析を，x2 検定で有

意な結果を示した 4 つの属性を独立変数として実

施し，対照群に対する調整オッズ比を求めた（表

1）。50歳を超える群は1.68，実施場所が保健所群

は1.80，ニコチンパッチを使用した群は2.01およ

び継続 NRT 群は1.79であり，いずれも対照群に

比較し，有意（P＜0.001）な結果であった。

なお，継続 NRT 群175人の内，禁煙相談後，

無料のニコチンパッチを受け，これに加えて医療

機関から処方されたニコチンパッチのみを NRT

として使用した対象者が115人，ニコチンガムの

みを NRT として使用した対象者が40人およびニ

コチンパッチとニコチンガムを併用して NRT と

して使用している対象者が20人いた（表 2）。そ

れぞれの禁煙継続率は，60.0％，40.0％および

80.0％であり，全体の禁煙継続率（39.2％）より

高い割合を示していた。また，ニコチンパッチと

ニコチンガムの併用群の禁煙継続率は，いずれか

の単独使用群より有意（P＜0.01）に高かった。
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Ⅳ 考 察

1. 鎌倉保健所の禁煙相談の特徴

神奈川県では，平成13年 2 月に策定した「かな

がわ健康プラン21｣4)で，県民の健康づくり推進

のため，「禁煙希望者のための禁煙支援プログラ

ムを普及する」ことを，重要な行政課題と掲げて

いる。公衆衛生の専門機関である保健所が，疾病

予防の観点より，禁煙支援を推進することは極め

て重要なことである。喫煙対策において保健所に

期待される役割は，喫煙対策の組織づくり，禁煙

志向者に対する支援，喫煙の害に関する知識の普

及など5)多岐にわたるが，これまでの保健所の喫

煙者に対する禁煙支援は，禁煙指導マニュアルお

よびパンフレットを用いた個別指導6)，禁煙教

室7)および禁煙指導8)で代表されている。これら

は，NRT を施行し，積極的に禁煙希望者のニコ

チン離脱症状を軽減しようとするものでなかった。

DHHS（米国厚生省）による禁煙臨床治療ガイ

ドライン（以下「米国ガイドライン」という。）1)

や英国の禁煙指導ガイドライン（以下「英国ガイ

ドライン」という。）9)では，禁煙希望者に対して

禁煙開始の支援（Assist）を行う場合，カウンセ

リングと共に NRT の使用が推奨されている。鎌

倉保健所で行っている禁煙相談の特徴は，従来の

保健所の禁煙相談等に加えて，NRT を積極的に

推進する目的で，3 枚で約1350円の費用がかかる

ニコチンパッチを，医師が診察し無料で提供して

いることである3)。今回の調査で，1 年後の禁煙

継続率は，39.2％であった。伊藤ら7)は，保健所

において禁煙希望者に対して半日かけて，講演，

運動指導等の禁煙教室を実施し，1 年後の禁煙率

20.8％と報告している。NRT を実施しない伊藤

らの報告より高い禁煙継続率であった。

1 年後まで追跡ができなかった当初の参加者

を，「禁煙不成功」とみなした場合でも禁煙継続

率は30.1％であった。追跡できない対象者を禁煙

不成功とみなし，禁煙継続率を求める考えもある

が，今回の調査の主目的が禁煙継続の予測因子を

探ることであり，継続した NRT の情報なども確

認して集計する必要があるので，追跡できない対

象者は除いた。

Cochrane Reviews は，ニコチンパッチを使っ

た NRT の禁煙効果に対して調べた37の研究調査

をレビューしているが，禁煙継続を12か月以上続

けている割合について，ニコチンパッチを使うよ

うに割り当てられた群は，13.7％（95％信頼区

間：12.9％–14.5％）であった10)。今回の調査結

果は，これより高い成功率を示している。しかし，

Cochrane Reviews で選ばれた研究は，ランダム

化比較試験 randomized controlled trials の手法を

用いた研究であり，さらに，それぞれの研究の対

象人口が医療機関受診者なのか一般人口なのか等

により，必ずしも今回の調査と一律に比較はでき

ない。

実際の禁煙継続率を，調査上の禁煙継続率が上

回る要因としては，追跡できず分析対象としなか

った対象者の内，禁煙不成功者と考えられる人が

多く含まれることが挙げられる。また，自己申告

に基づいて禁煙状況を判断していることも要因と

して挙げられる。呼気中 CO 濃度測定等の生化

学的指標を使わない場合，喫煙状況に関して事実

と異なる申告の可能性が指摘されている11)。自己

申告の喫煙率は実際の喫煙率より過少に見込む可

能性がある12)，また，日本の女性は，喫煙してい

ても，喫煙しているとはっきり言えず，禁煙して

いると報告する傾向があるとの研究結果もある13)。

調査で得られた禁煙継続率が実際のそれより異

なる可能性とそれに影響を与えるバイアスの存在

について，十分に考慮にいれておく必要がある。

2. 予測因子について

介入手段として，主にニコチンパッチを使って

禁煙支援した他の研究結果と，今回の調査結果を

比較し，以下の考察を行った。

1） 年齢

今回の調査では，年長者が，禁煙相談後 1 年目

の禁煙継続率が高いことが明らかにされた。若年

者は，年長者よりより再発しやすいとの報告14,15)

とも合致するものである。一方，年齢が若い人

（24–49歳）のニコチンパッチを使用は，年長者

（50–65歳）より有意に効果があったと逆の結果を

報告16)しているものもある。若年者が禁煙継続に

結びつきにくいことについて，今後さらに調査・

検討していく必要がある。

2） 性別

今回の調査では，1 年後の性別による禁煙継続

率に，有意な結果は認めなかった。1 年後の

NRT を使った禁煙継続について性差を認めなか
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ったという報告17)とも一致している。しかし，ニ

コチンパッチを使って禁煙指導をした調査結果で

はないが，男性が女性より，禁煙しやすいという

ことは明らかにされている18,19)。米国ガイドライ

ンは，女性の方が，抑うつ的状態，体重増加への

心配，ホルモン周期などの問題があるかもしれな

いが，妊婦以外，禁煙療法において男女とも違い

をつけることなく，同じ療法をすることを薦めて

いる1)。

3） 継続 NRT

ニコチンパッチは，1 日 1 回 1 枚，24時間貼付

し，8 週間連続添付することにより効果を発揮す

る。標準使用方法は，最初の 4 週間は TTS30

（ニコチンとして52.5 mg 含有）から貼付し，つ

ぎの 2 週間は，TTS20（ニコチンとして35 mg 含

有）を貼付し，最後の 2 週間は，TTS10（ニコチ

ンとして17.5 mg 含有）を貼付する。なお，最初

の 4 週間に減量の必要が生じた場合には，TTS20

を貼付する20)。最初，3 枚の TTS30を当保健所で

処方し，その後，医療機関で継続してニコチンパ

ッチを処方してもらい，標準的な NRT 治療を完

結するのを通常のスケジュールとしている。しか

しながら，予約なしで気楽に相談を受けられる保

健所に比べて，医療機関では，待ち時間が長かっ

たり，費用の自己負担もかかることから，保健所

の禁煙相談で，ニコチンパッチを手に入れ，医療

機関への紹介状をもらうものの，必ずしも継続処

方のために医療機関を訪れない禁煙希望者がい

る。そこで，NRT の一つであるニコチンガムの

使い方も，禁煙相談において併せて指導し，保健

所の禁煙相談の後，必要に応じて，NRT として

継続してニコチンガムを使ってもらうことにし

た。したがって，今回の調査にあたり，継続

NRT 群と継続 NRT をしない群の禁煙継続率を

比較するために，継続してニコチンパッチだけを

使用している者だけでなく，市販されているニコ

チンガムを購入・使用している者を合わせて継続

NRT 群として分類し，集計・分析した。

Cochrane Reviews10)では，ニコチンガムを使っ

た52の文献をレビューしており，ニコチンガムを

使用した群の禁煙継続のオッズ比は，コントロー

ル群に比べて1.66（95％信頼区間：1.52–1.81）と

なっており，ニコチンパッチ（オッズ比1.81（95％

信頼区間：1.63–2.02））と同程度であった。な

お，一般診療現場において十分な指導が行われな

いのでニコチンガムは使いにくい21)，ニコチンパ

ッチは，ニコチンガムに比べて 1 日 1 回だけ使用

するだけなので，使いやすい22,23)および量を容易

に調整できるとの報告22)もある。

今回，1 年後の禁煙継続率について，継続

NRT 群は，継続 NRT をしない群に比べて有意

に高かった。1 年後の禁煙継続には，無料のニコ

チンパッチに加えて，継続して NRT を受けるこ

とが重要である。わざわざ医療機関でニコチンパ

ッチの処方を受けたり，ニコチンガムを自ら購入

したりする者は，禁煙への意欲が強いとも考えら

れる。

また，ニコチンパッチとニコチンガムを併用し

て NRT として使用している対象者の 1 年後の禁

煙継続率は，ニコチンパッチやニコチンガムの単

独使用群に比べて高率であった。これについて，

ニコチンパッチとニコチンガムを併せて治療した

群と，ニコチンパッチあるいはニコチンガム単独

で治療した群とで比較した場合，前者は，後者に

比べて，当初の禁煙率は増加するが，1 年間は継

続しないという報告24)もある。ニコチンパッチと

ニコチンガムを併せて治療した場合の長期的な効

果については，引き続き研究していく必要があ

ろう。

4） ニコチン依存度

1 日あたりの喫煙本数および起床時から喫煙す

るまでの時間を，ニコチン依存度を推定する指標

として用いた。今回の調査では，1 年後のニコチ

ン依存度別の禁煙継続率について，有意な結果は

得られなかった。

軽度から中程度のニコチン依存度の喫煙者は，

高度のニコチン依存者に比べて，もっと禁煙に成

功しやすい14)，また，血清ニコチン・コチニン濃

度が低いニコチンパッチを使用群は，使用 1 年目

で有意に高禁煙率だった。これは，ニコチンパッ

チにより，治療開始時の血清ニコチン・コチニン

濃度が低い人は，ニコチン・コチニン高濃度の人

より，ニコチン置換がなされやすいことを間接的

に示しているとの報告25)がある。

一方，ニコチンパッチを使った調査により，禁

煙成功と 1 日あたりの喫煙本数，呼気中 CO 濃

度等の従来の治療前マーカーとも関係しなかっ

た4)，軽度喫煙者，重度喫煙者も同様に禁煙開始
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前のニコチンパッチの使用は，同等に有効であっ

た26)，と今回の調査と一致する結果も得られて

いる。

上記の研究4,14,25,26)は，ニコチンパッチの服用

量は，ニコチン依存度により微調整されるもの

の，一定量である 5–22 mg のニコチンパッチの

治療を一定期間である 8 週間–12週間にわたって

行った結果である。一方，今回の調査では，当初

TTS30を 3 枚渡したものの，その後，禁煙希望者

のニコチン離脱症状により，NRT の継続期間が

調整されており，上記の研究と NRT に使うニコ

チンパッチの量と期間に大きな違いがある。8 週

間―12週間という一定のスケジュールに基づいた

治療期間であるならば，ニコチン置換量は概ね人

によらず，一定となろう。この場合，ニコチン置

換量がニコチン離脱症候群を和らげるのに十分な

量ならば，高依存度であろうとも低依存度であろ

うとも禁煙継続率に差はなくなる。一方，そのニ

コチン置換量が，低依存度の人に対しては，ニコ

チン離脱症候群を和らげるのに十分な量として

も，高依存度の場合は，ニコチン置換量が不十分

ということがありうるのではないか。そのため

に，依存度により禁煙率の差が生じた研究14,25)が

ある。今回の調査において，禁煙開始にあたりニ

コチンパッチが提供され，禁煙希望者のニコチン

離脱症状に応じて，NRT の期間が，対象者によ

り柔軟に変更されるため，十分なニコチン置換が

なされ，依存度の程度にかかわりなく，禁煙の効

果があげられたのではないかと考えられる。

5） 無料ニコチンパッチ

禁煙開始時にニコチンパッチを使用した人は，

1 年後において，有意に禁煙継続率が高かった。

ニコチンパッチの使用期間からおよそ 1 年後の禁

煙状況にニコチンパッチ使用との関連があるとい

う結果になったのは，そのニコチンパッチそのも

ののニコチン置換効果のみならず，保健所の禁煙

相談で，ニコチンパッチをわざわざ使用してまで

禁煙しようとする人は，それだけ禁煙意欲が強い

ことを間接的に表わしているのではなかろうか。

そのため，1 年後においても，禁煙開始時にニコ

チンパッチを使用したことによる禁煙継続の影響

が有意にでてきているのであろう。

とくに今回の調査では，ニコチンパッチを無料

で配布したのは効果があったと考える。英国ガイ

ドラインは，低所得の喫煙者が，NRT を使える

ようにするため，費用を下げるか，無料にするよ

うに勧告している。米国では，ニコチンパッチは，

1996年に OTC（一般用医薬品）になって，医師

の処方がなくても購入できるようになった1)が，

それ以前においては，費用と処方を受ける面倒の

ため，ニコチンパッチを受け取るための障害にな

っていた27)。また，NRT を行わなかった禁煙希

望者のうち58％は，費用が問題だとしている28)。

日本において，現在，ニコチンパッチについ

て，医師の処方を必要とし，健康保険の薬価基準

未収載により費用は健康保険で償還されないの

で，米国の1996年以前の状況と同様，費用および

医師の処方を必要とする問題がある。鎌倉保健所

では，無料で 3 枚のニコチンパッチを処方し，ニ

コチンパッチに対するアクセスを阻害している費

用の要因，医療機関への受診しにくさを取り除い

ている。

今回の調査において，無料配布でもらった対象

者528人のうち236人，約44.7％は，ニコチンパッ

チを使用しなかった。ニコチンパッチを使用して

まで禁煙しようと決意していなかったり，ニコチ

ンパッチの効果，副作用等について十分に理解で

きなかったためと考えられる。無料でニコチンパ

ッチを配布する禁煙相談において，今後対応すべ

き課題だと考えられる。

6） 禁煙相談の実施場所

1 年後の禁煙継続状況からすると，自ら保健所

に来所してくる人が，他の場所で禁煙相談を受け

る人より，禁煙継続率が有意に高いという結果が

得られた。保健所で実施する場合，禁煙希望者

は，自ら保健所に来て，能動的に禁煙相談を受け

ている。一方，地域における祭りや講演会などに

おいて，禁煙相談を受ける禁煙希望者は受動的で

あり，保健所の指導者がその場に出向いて指導を

行っている。それぞれの群について，他の交絡因

子が補正されているので，大きな違いは，禁煙希

望者の禁煙に関する意欲ではないか。わざわざ保

健所まで来て，参加しようとするほどの禁煙意欲

がある人が，禁煙に結びつきやすいということで

あろう。今後，地域の祭りや講演会等の保健所外

の実施場所での参加者も率は低いが禁煙をしてい

るので，さらに禁煙意欲を高める方策の工夫を

し，禁煙相談を充実させていく必要があると思わ
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れる。

3. 補助療法

今回の禁煙希望者は，禁煙継続成功者の集まり

である「禁煙のつどい」やインターネットを利用

した「禁煙プログラム（禁煙マラソン)｣11,29)への

紹介も受けている。これは，保健所の禁煙相談，

ニチコンパッチの無料提供などに加えた補助療法

に含まれる。NRT の効果は，補助療法の強さと

は独立しているようにみえる10)，補助療法の有無

にかかわりなく，ニコチンパッチは禁煙支援には

有効にみえる30)，という報告がある。一方では，

ニコチンパッチ使用者にパンフレットの配布等の

補助療法を行うと，再喫煙までの日数が，延びた

という報告27)もあり，必ずしも補助療法に対し

て，意見が一致していない。

しかしながら，今回の調査では，当初の参加者

の内，「禁煙のつどい」の参加実数は23人，「禁煙

マラソン」への参加者実数は26人であり，対象者

数は少なく，有効性について考えるには十分な対

象数でない。したがって，今後対象数を増やし，

継続して研究していくことが重要と考える。

Ⅴ 結 語

無料ニコチンパッチを配布する保健所の禁煙相

談後 1 年目の禁煙継続率は，39.2％であった。高

い禁煙継続率と関連する因子は，50歳を超える

人，実施場所が保健所，無料のニコチンパッチを

使用することおよび禁煙相談後継続してニコチン

パッチ又はニコチンガムを使用することであるこ

とが示唆された。

本研究は，平成14–15年度地域保健推進特別事業（国

庫）により，ニコチンパッチの費用を含め，助成を受

けており，平成16年度第50回神奈川県公衆衛生学会

で，この要旨について発表している。

（
受付 2005. 4.12
採用 2005.12.27)
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PREDICTORS OF ABSTINENCE FROM SMOKING AMONG PAR-
TICIPANTS IN A SMOKING CESSATION PROGRAM IN A HEALTH

CENTER IN JAPAN

Jinichi SUZUKI*, Kazuko NAKAIDE*, Yoshimi NAKAMURA*,
Kumiko KANETAKA2*, Shinya NAKAI3*, and Hisashi HARADA4*

Key words：smoking cessation, health center, nicotine replacement therapy, free nicotine patches, logistic
regression analysis, smoking cessation program

Purpose To identify predictors of successful smoking abstinence.
Method A prospective analysis was conducted of a group of 687 individuals (mean age±SD 49.5±

14.6 years, range 20 to 81 years) comprising 518 males and 169 females, who attempted to stop
smoking by participating in smoking cessation programs provided by Kamakura Health Center
in Japan from September 2002 to September 2003. They were provided with free nicotine patches
and referred to medical clinics for follow-up. Baseline characteristics such as age, gender, pro-
gram settings, daily cigarette consumption and time to the ˆrst cigarette of the day were recorded
at the start of the program. Smoking status was conˆrmed at the one-year follow up. In addition,
the participants were asked whether they had used free nicotine patches or follow-up nicotine
patches and gum. The relationships between characteristics used to assess smoking abstinence
rates were ˆrst analyzed using a x2 test. Logistic regression analysis was then employed to identify
independent predictors of smoking abstinence at the one-year follow up.

Results A total of 687 smokers who participated in the program were registered at the start of this
study. Out of these, 528 (76.9％) were eligible because their smoking status could be conˆrmed
at the one-year follow up. The rate of smoking abstinence at the one-year follow up was 39.2％.

No signiˆcant diŠerences were observed in the rates of smoking abstinence among the par-
ticipants at the one-year follow up based on gender, daily cigarette consumption or time to the
ˆrst cigarette of the day. When participants were over ˆfty years of age (abstinence rate 47.0％),
were provided with the program conducted at the Health Center (abstinence rate 50.3％), used
free nicotine patches (abstinence rate 50.7％) and received follow-up nicotine replacement ther-
apy (abstinence rate 57.7％). they were signiˆcantly more likely to have stopped smoking than
the reference groups. With the above-mentioned four predictors, adjusted odds ratios of smoking
abstinence observed in the logistic regression analysis were 1.68, 1.80, 2.01 and 1.79, respective-
ly.

Conclusion We found a 39.2％ smoking abstinence rate at one-year follow up among smokers who were
treated with free nicotine patches in the smoking cessation program by the Kamakura Health
Center. It was indicated that predictors of smoking abstinence are age (over ˆfty years), location
(at the Health Center), use of free nicotine patches and receipt of follow-up nicotine replacement
therapy.

* Kamakura Health and Welfare Center (Kamakura Health Center)
2* Yamato Health and Welfare Center
3* Heath Promotion Division, Kanagawa Prefectural Government
4* Chigasaki Health and Welfare Center


